
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

様式３－１



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法

書又は会計規定等
の根拠規定及び理

由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式３－２



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

仙台高等専門学校
学生定期健康診断
業務　 一式

仙台高等専門学校
契約担当役
事務部長　川崎
信之
仙台市青葉区愛子
中央4丁目16-1

平成24年11月22日

財団法人結核予防
会宮城県支部
仙台市青葉区中山
吉成2-3-1

一般競争入札
（総合評価の実施
なし）

- 2,992,710 公財 国所管 2

定期健康診断業務
１式

北九州工業高等専
門学校
契約担当役
事務部長　古畑
薫
福岡県北九州市小
倉南区志井五丁目
２０番1号

平成25年3月8日

社団法人日本健康
倶楽部北九州支部
北九州市戸畑区中
原西3丁目3－16

一般競争入札
（総合評価の実施
なし）

1,914,465 特社 国所管 1

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式３－３

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

第１０回全国高専
テクノフォーラム会
場賃借　　一式

舞鶴工業高等専門
学校　契約担当役
事務部長　深津
一也
京都府舞鶴市字白
屋２３４番地

平成24年8月9日

京都市左京区岩倉大
鷺町422番地
公益財団法人国立京
都国際会館
理事長　　稲盛 和夫

独立行政法人国立
高等専門学校機構
会計規則（規則第３
４号）第３４条第１
項第１号（契約の性
質又は目的が競争
を許さないとき）に
より随意契約とし
た。

- 3,877,051 - - 公財 国所管 1

試薬中の放射能分
析　一式

高知県南国市物部
乙200番1号
独立行政法人国立
高等専門学校機構
高知工業高等専門
学校 契約担当役
事務部長　　田辺
勇

平成24年6月19日

千葉県千葉市稲毛区
山王町295番地3
財団法人日本分析セ
ンター

独立行政法人国立
高等専門学校機構
会計規則（規則第３
４号）第３４条第１
項第１号（契約の性
質又は目的が競争
を許さないとき）に
より随意契約とし
た。

- 1,246,350 - 特財 国所管 1

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法

書又は会計規定等
の根拠規定及び理

由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式３－４

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


